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わたしたちグループは、心地よい住まいのプランナーとして地域に貢献し、
「信頼」される企業、「安心」を与える企業を目指します。
わたしたちグループは、心地よい住まいのプランナーとして地域に貢献し、
「信頼」される企業、「安心」を与える企業を目指します。

RANZの名称は「Respect【尊敬】の「Ｒ」、Active【活動力】の「Ａ」、Need【必要】の「Ｎ」、Zeal【熱意】の「Ｚ」の頭文字からグループ名を決定いたしました。

Total Support System

相続税を計算するとき、相続財産をどのように評価するでしょうか。相続財産には現金や預貯金、株式など
ばかりではなく、土地や家などの不動産や貴金属なども含みます。その財産の価値を金銭で評価する必要が
あります。相続財産の評価は、原則として相続開始日（被相続人が死亡した日）の時価で行われます。
時価という言葉はあいまいですが、国税庁から公表されている「財産評価基本通達」という評価基準によっ
て評価することとされています。

※貸宅地や貸家・アパートなどは、上記の宅地・建物の評価より一定額が控除され評価が
    安くなります。まず、相続財産がいくらになるか？そして、相続税はどれくらいかかるか？
    を把握することが、相続対策の第一歩です。

【　財産の評価方法　】
財産の種類 評価の方法 おおよその目安

宅地 路線価評価　または　倍率評価 時価の８０％

家屋 固定資産税評価額 時価の４０％～６０％

預貯金 元本　＋　解約時の利息手取額

①死亡した日の終値

②死亡した月の終値の月平均額

③死亡した前月の終値の月平均額

④死亡した前々月の終値の月平均額

上記のいずれか低い額

投資信託 死亡した日の基準価格

ゴルフ会員権 通常の取引価格の７０％ 時価の７０％

宝石・貴金属 再購入金額 時価

借入金 借入残高

上場株式
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◆回転率⇒継続率の時代へ
◆賃貸仲介の現場から ～手付金の今～
◆稼働率ＵＰと宅配便の再配達を減らすサービス【宅配ＢＯＸ】
◆相続財産の評価

今月のTopics今月のTopics

【回転率⇒継続率の時代へ】【回転率⇒継続率の時代へ】
20年前の賃貸業界では、契約更新時に家賃１～２ヵ月分の更新料、

もしくは家賃増額が当たり前でした。特に更新料は全国的には東京と

京都しかないような慣習らしいのですが、とにかく車検のように更新料

は当然の特約として存在しておりました。契約更新時にこういった

一定額の貸主の収益増を図るのは、端的にいうと退去してもらった

方が、利益が出た為です。更新せずに新しい契約者を迎える方が、礼金

の収益と、退去者からの敷金取り分があった為、入居継続されるなら

せめて更新料を頂く…という流れです。要するに賃貸業界は『入退去の回転率を上げ、収益を上げる』ビジネス

モデルだった訳です。余談ですが、更新料に関しては、その契約の有効性について平成23年に京都市で最高裁

までもつれ込む裁判事例もありましたが、結局有効という判断が下されました。さて、ではそういった事例

などもありながら、今現在更新料の有り方とはどうなったかというと…。ここ３年ほどの京都市内の新築竣工

物件を見ても、『更新料無し』と銘打って条件設定されたマンションが大変目立ってきています。最高裁でも

有効と判断された更新料なのに、現実は無くなってきているのです。これは賃貸業界の取り巻く現況が、大きく

変わったことが原因に挙げられます。敷金礼金はもうほとんど取れず、退去時には原状回復のガイドラインが

借主有利に働きかけ、原状復旧費も貸主が基本負担するものと定義されました。こうなると、契約更新時、]

退去された場合に改装費・部屋付に掛かる広告料などを加味すると、どう考えても入居継続してもらった方が、

支出が少ないのです。つまり賃貸業界のビジネスモデルが『入居継続率を上げることが、収益を上げる』こと

に変わった訳です。新規募集へ力を入れる以上に、入居満足度の向上を図ることが何より収益の向上を意味

すると思われます。賃貸事業を展開されているオーナー様におかれましては、ますます市場動向に合わせた

経営方針を定める必要が出てきました。ほんの少しのことで、収益が大きく振れたりする現状の中で、

しっかりとした指針を示せるよう、我々Ｒａｎｚグループ社員一同も最大限お力添え致します。


